
Ｅ　Ｂ　Ｐ　Ｍ　調　書

事業名 課・担当 担当者(内線)

2,210 千円

2,210 千円

　 8

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

24,200 24,500 No.分野別施策名

ＥＢＰＭによる検証（ロジックモデル）

パパ・ママ応援ショップの協賛店舗数

主な取組
パパ・ママ応援ショップなど社会全体で子育てを応援するムーブメ
ントの醸成

16　きめ細やかな少子化対策の推進

【定量的視点】
協賛店舗数が増えることで、「企業やお店が子育てを応援してくれていると感じる」利用者が増える。
(平成30年度パパ・ママ応援ショップ調査　「企業やお店が子育てを応援してくれていると感じる」　33.4％）

【定性的視点】
社会全体で子育て家庭を支える気運が醸成され、子育て家庭が「応援されている」「支えられている」と実感できる。

⑧事業実績（アウトプット）が成果（アウトカム）に結び付くことを示すロジック及び根拠

⑨指標 ⑩関連する5か年計画の主な取組等

【活動指標】
 子育て支援パスポート事業新規協賛店開拓の実績

【活動実績】
  新規数                委託費用
　
【H30】 640店　         2,500,000円
【R1】  276店　         2,157,430円
【R2】1,292店　　　　   2,452,340円
【R3】  740店　　　　　 2,493,700円
【R4】｢埼玉県結婚･妊娠･出産･子育て応援サイト」の再構築
　　　を行った
【R5】 企画提案競技により開拓委託事業者を選定し、開拓委託

当事業の対象と考えている主な業種の県内のサービス業者は、約
88,800事業所あり、そのうち約27％が既に協賛店となっている（埼
玉県の産業と雇用のすがた（R4年度改訂版）より）。

パパ・ママ応援ショップ事業の
認知度（県民及び事業者）が上
がる
【県民の認知度】
平成22年度：97.3％
平成26年度：97.5％
平成30年度：98.8％

認知度が上がることにより協賛店舗
の利用者が増加し、登録していない
店舗も協賛店に登録するようにな
る。
【協賛店舗数】
平成29年度：22,231店
平成30年度：22,744店
令和元年度：23,020店
令和２年度：23,782店
令和３年度：23,477店
令和４年度：23,564店

パパ・ママ応援ショップ県民向
けの調査で「企業やお店が子育
てを応援してくれている」と感
じた割合が増える。
目標店舗数　R5　24,200店舗

少子政策課　出会い・子育て支援担当パパ・ママ応援ショップ事業

予算額

一般財源

・子育て支援パスポート事業協
賛店舗数を拡大するため、委託
により協賛店舗の新規開拓を行
う。

①将来像
（目指す姿）

②現状

③課題
（将来像と現状
との差について

の分析）

④投入
（インプット＝予算）

⑤事業活動
（アクティビティ）

【課題】
事業開始から16年が経過しており、事業者の認知も一定程度進んでいると考えられる
こと、全国最大規模の協賛店舗数であることから、事業を開始した初期と比べて、協
賛店を増やすことが難しくなってきている。また、新型コロナウイルス感染症拡大の
影響による協賛店舗の廃業や、協賛辞退が増えている。

【将来像と現状との差についての分析】
県民向け調査において「企業やお店が子育てを応援してくれている」と感じた人の割
合が約３割に留まっていることから、社会全体で子育て家庭を支える気運を更に醸成
していく必要がある。

子育て支援パスポート事業協賛店舗数：23,564（令和5年3月末時点）
・うち「パパ・ママ応援ショップ」  ：18,593
・うち「赤ちゃんの駅」登録箇所数  ： 3,805
事業の効果（平成30年度　県民向け調査）
・経済的にお得に感じた　69.7％
・企業やお店が子育てを応援してくれていると感じた　33.4％

社会全体で子育て家庭を支える気運が醸成され、子育て家庭が「応援されている」「支えられている」と実感できる
社会づくりを進める。

⑥事業実績
（アウトプット）

中間成果 最終成果（将来像）

⑦事業実績から得られる成果
（アウトカム）

直接成果
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評価

○

○

○

○

―

○

○

○

○

△

○

△

○

総合評価 Ａ

H30年度パパ・ママ応援ショップ県民向け調査の子育て家庭、協賛店の声を踏まえて、店舗
で活用しやすいサイズのステッカーや協賛のメリットを伝える協賛店向けチラシの作成等
を行っている。

関連する事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担の具体的な内容を各事業の右欄に記載）

関連事業

部局・課名 事業名 役割分担の内容

福祉部・少子政策課 SAITAMA子育て応援フェスタ
官民連携の子育て応援イベントを開催することにより、子供を持つ喜びや子育ての楽しさ
を感じられる社会の気運を醸成する。

コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。
パパ・ママ応援ショップ優待カードを電子化する等、コスト削減に努めている。

事業の
有効性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。
新型コロナウィルス感染症拡大の影響による協賛店舗の廃業や、協賛辞退が相次いだ。

事業実施に当たって他の手段・方法等が感がられる場合、それと比較
してより効果的あるいは低コストで実施できているか。

業者委託がもっとも効果的と考えている。

活動実績は見込に見合ったものであるか。
新型コロナウィルス感染症拡大の影響による協賛店舗の廃業や、協賛辞退が相次いだ。

事業の
効率性

一般競争入札、指名競争入札、プロポーザル方式による契約のうち、
一者応札となったものではないか。
競争性のない随意契約となったものはないか。

協賛店開拓業務委託では、プロポーザル方式による契約をしており、複数社から応募いた
だいている。

受益者負担は適切に設定されているか

使途が事業目的達成にあたり必要なものに限定されているか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事業達成に必要なものに限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は適切か。
不用額は生じない見込み。

既存事業との重複はないか。
国、県、市町村で同様な事業を実施し二重行政となっていないか。

事業手法に係る自己検証

検証項目 評価に関する説明

県費投入の
必要性

事業目的が730万県民や社会ニーズを的確に反映しているか。
H30年度パパ・ママ応援ショップ県民向け調査では、半数以上（５３．５％）の方が満足と
感じていただいており、不満と感じている方は約１割（１２．３％）である。

市町村、民間等に委ねることができない事業か。
市町村もパパ・ママ応援ショップカード配付（紙）及び協賛店登録受付などを行ってい
る。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。
政策体系の中で優先度の高い事業か。

H30年度パパ・ママ応援ショップ県民向け調査結果では、カードの認知度は９８．８％、利
用頻度も６割以上（６４．７％）の方に月１回以上ご利用いただいている等、子育て家庭
に広く浸透している。
埼玉県５か年計画、埼玉県子育て応援行動計画に位置付けられ、子育て支援施策のうちで
も優先度の高い事業である。

重複無し。
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Ｅ　Ｂ　Ｐ　Ｍ　調　書　ロジックモデル（フローチャート）

→ → → →

→ → → →

→ → → →

→ → → →

→ → → →

５か年計画との関連の整理

◆主な取組と事業との関係 ↑関連箇所に【Ａ】と記載 ↑関連箇所に【Ｂ】と記載

現状値

目標値

→

【主語は「県」】

⑥'事業実績
(アウトプット)

パパ・ママ応援
ショップ事業の認知
度（県民及び事業
者）が上がる
【県民の認知度】
平成22年度：97.3％
平成26年度：97.5％
平成30年度：98.8％

協賛店増加により、社会全体で
子育て家庭を支える機運を醸成
する取組である。

パパ・ママ応援ショップなど社会全体で子
育てを応援するムーブメントの醸成 ←

【主語は「県民」】
⑦'事業実績から得られる成果（アウトカム）

関連する５か年計画の
施策指標

直接成果 中間成果
最終成果

（将来像）

◆施策指標と事業との関係

ロジックモデル内の数値目標

モデル内の数値目標が５か年計画の
施策指標もしくは施策に与える影響

↓

ロジックモデルとの関係
（事業と主な取組の関係）

関連する5か年計画の主な取組

→

→

⑤'事業活動
(アクティビティ)

パパ・ママ応援
ショップ協賛店舗数
を拡大するため、委
託により協賛店舗の
新規開拓を行う。

④'投入
(インプット)

パパ・ママ応援
ショップ県民向けの
調査で「企業やお店
が子育てを応援して
くれている」と感じ
た割合が増える。
目標店舗数
R5　24,200店舗

予算額2,210千円

→

→

認知度が上がることによ
り協賛店舗の利用者が増
加し、登録していない店
舗も協賛店に登録するよ
うになる。
【協賛店舗数】
平成29年度：22,231店
平成30年度：22,744店
令和元年度：23,020店
令和２年度：23,782店
令和３年度：23,477店
令和４年度：23,564店

【A】新規協賛店開
拓の実績
【H30】 640店
【R1】  276店
【R2】1,292店
【R3】  740店

-3-



EBPM調書（有識者会議様式）

事業費 （うち一財） 事業費 （うち一財） 事業費 （うち一財）

令和５年度 パパ・ママ応援ショップ事業 2,210,000 2,210,000 2,210,000 2,210,000 0 0.0%

令和４年度 パパ・ママ応援ショップ事業 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 100.0%

令和３年度 パパ・ママ応援ショップ事業 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,493,700 99.7%

令和２年度 パパ・ママ応援ショップ事業 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,452,340 98.1%

令和元年度 パパ・ママ応援ショップ事業 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,500,000 2,157,430 86.3%

【随意契約（プロポーザル）】

資金の流れ（資金が県からどのような経由で流れ、受取先が何を行っているか。）※スキーム図と具体的な交付先（R１からR５まで）を明記

予算執行状況
当初予算額 補正予算額 最終現計予算額 執　行　額

（決算額）
執　行　率

埼玉県

（R1～R4 ２５０万円

R5 ２２０万円）

R1 民間事業者 （２２０万円）

R2 民間事業者 （２５０万円）

R3 民間事業者 （２５０万円）

R4 サイトの再構築に使用（２５０万）

R5 未 定（２２０万）

令和元年度～令和５年度
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Ｅ　Ｂ　Ｐ　Ｍ　調　書

事業名 課・担当 担当者(内線)

23,672 千円

23,672 千円

中間成果 最終成果（将来像）

⑦事業実績から得られる成果
（アウトカム）

直接成果

③課題
（将来像と現状
との差について

の分析）

④投入
（インプット＝予算）

⑤事業活動
（アクティビティ）

【課題１】教員が、個に応じた指導を行うにあたり、主に自らの経験則に基づく指導
を行っており、客観的なデータに基づく視点を組み合わせた指導が十分にできていな
い。
【課題２】児童生徒が県学調結果から、自らの学習のつまずきや生活習慣の特徴の把
握や学習の進め方を十分に理解できていない。

【将来像と現状との差についての分析】
・令和4年度全国学調において、本県が全国の平均正答率を上回った理由は、平成27
年度から実施している県学調の「学力の伸び」を踏まえて、着実に児童生徒一人一人
の非認知能力や学習方略を高め、学力や学習意欲を伸ばす教育を推進してきたこと
が、学力の向上に繋がったと分析している。一方で、埼玉県5か年計画の施策指標で
ある「県学調において学力を伸ばした児童生徒の割合」では、令和4年度の年度目標
（小学校61.9％、中学校55.6％）を中学校で達成できていないなど、学力が伸び悩ん
でいる児童生徒や学校がある。その主な要因は、以下の2点と考えている。
（課題１関連）
・全県の学校で県学調の活用・分析による授業改善が進んでいるものの、県学調デー
タを活用し、一人一人にフォーカスした分析に時間が掛けられず、個に応じた指導の
実現まで至っていない。
（課題２関連）
・県学調では、児童生徒に返却される個人結果票で「学力の伸び」や学習に関するア
ドバイスが記載されているが、児童生徒自身が意識改善に繋げられず、学力が伸び悩
んでいる児童生徒もいる。

・児童生徒一人一人の「学力の伸び」や「非認知能力」などを継続して把握できる独
自の「埼玉県学力・学習状況調査（以下、「県学調」という。）」を実施し、毎年約
30万人のビッグデータを取得している。
・全国学力・学習状況調査（以下、全国学調」という。）において、県学調の開始年
度は全ての教科で全国平均正答率を下回っていたが、令和4年度の調査では、実施教
科の国語、算数・数学ともに上回った。
・一方で、県学調において、学力が伸び悩んでいる児童生徒・学校が一定数ある。
（令和4年度に学力を伸ばした児童生徒の割合：小学校：66.8％、中学校：44.6％）
・本調査結果をAI（人工知能）で分析し、個別最適な学びや個に応じた指導に資する
取組やシステムを活用した実践研究を行っている。

児童生徒一人一人の非認知能力や学習方略を高め、学力や学習意欲を伸ばす教育を推
進することにより、学力向上が実現する。
※非認知能力…自己効力感や自制心等のいわゆる学力以外の能力全般
※学習方略…児童生徒が学習効果を高めるために意図的に行う活動（学習方法や態
度）

⑥事業実績
（アウトプット）

義務教育指導課 学力向上推進・学力調査担当 巾崎（6779）・前田（6752）

・Web上で、教育現場において活
用しきれていなかったエビデンス
をAIによる分析結果（過去から現
在にかけての学習のつまずきや各
教科の「学力の伸び」と生活習慣
の関連）から、教員及び児童生徒
に図式化・可視化して提供する。
また、児童生徒には、具体的に取
り組むべきこととして、つまずき
に応じた問題や月間目標機能を提
供する。
（R5は実践研究のため、5校・教
員約120名・児童生徒約1,200名）

【教員】
・AIによる分析結果から、詳細な
児童生徒一人一人のつまずきが把
握でき、より個に応じた指導が行
える。→課題１に作用
【児童生徒】
・AIによる分析結果から図式化・
可視化された過去から現在にかけ
ての学習のつまずきや各教科の
「学力の伸び」と生活習慣の関連
を認識し、つまずきに応じた問題
や月間目標機能に取り組むこと
で、児童生徒が自らの特徴の把握
や学習の進め方の理解がより深ま
る。→課題２に作用

・主体的、対話的で深い学びが実
現する。
・児童生徒の非認知能力や学習方
略が向上する。
（各実証校の児童生徒における県
学調の平均値①非認知能力
R3:3.23、R4:3.23、②学習方略
R3:3.48、R4:3.60）

※主体的・対話的で深い学び…学
ぶことに興味や関心を持ち、見通
しをもって粘り強く取り組むなど
の「主体的な学び」、子供同士の
協働等により自己の考えを広げ深
める「対話的な学び」、知識を相
互に関連付けてより深く理解する
等の「深い学び」の総称

児童生徒一人一人の非認知能力や
学習方略を高め、学力や学習意欲
を伸ばす教育を継続して実施した
結果、学力向上が実現する。

AIを活用した学びの実践研究事業

予算額

一般財源

・児童生徒に実施した学力調査と
質問調査の結果をAIで分析する。

①将来像
（目指す姿）

②現状

ＥＢＰＭによる検証（ロジックモデル）
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Ｒ４ Ｒ５

3.23 3.28 No.分野別施策名

3.60 3.65

【ロジック】
・県学調を実施することで、その調査結果を基に、県での学力向上施策、学校や市町村の実情に応じた教育施策や教科指導・学級経営の改善を実施する。また、県学調の結果返却により、児童生徒一人一人
が「学力の伸び」を実感して自信を深める。これらにより、主体的・対話的で深い学びが実現し、児童生徒一人一人の非認知能力や学習方略を高め、学力や学習意欲を伸ばす教育を推進してきたことから、
着実な学力の向上が見られた。
・一方で、学力が伸び悩んでいる児童生徒や学校もあるため、AIによる分析結果（過去から現在にかけての学習のつまずきや各教科の「学力の伸び」と生活習慣の関連）を提供することで、教員は自らの経
験則と客観的なデータに基づく視点を確実に組み合わせることができ、教科指導や学級経営がさらに改善する。また、児童生徒に分析結果を図式化して提供することで、自らの特徴の把握や、効果的な学習
の進め方の理解がより深まることにより、主体的・対話的で深い学びが実現し、非認知能力や学習方略が一層向上する。
・以上により、主体的・対話的で深い学びが実現し、児童生徒一人一人の非認知能力や学習方略を高め、学力や学習意欲を伸ばす教育を継続して実施した結果、学力向上が実現する。
【根拠】
・全国学調において、県学調を開始した平成27年度は全国平均正答率を上回った教科はなかったが、令和4年度は小学校6年生と中学校3年生が受検した国語、算数・数学の全てで全国平均正答率を上回っ
た。
・県学調データを基に専門的な研究機関（慶応義塾大学SFC研究所）で分析を行ったところ、主体的・対話的で深い学びの実施に加えて落ち着いた学級づくりが、非認知能力や学習方略を向上させ、児童生
徒の学力向上につながっていることがわかった。
・令和3年度及び令和4年度の実践研究において、AIによる分析結果を提供した児童生徒に対して実施した調査の結果、AIによる分析結果の活用と方向性が一致しているプランニング方略（計画的に学習に取
り組む活動）等の学習方略（学習効果を高めるために意図的に行う活動）の向上が確認できた。
・令和4年度の県学調結果では、県学調結果を用いて分析、活用し、指導に活かしている学校の割合は小学校 98.4％、中学校 92.3％となっている。また、令和4年度の全国学調においても地方公共団体独自
の学力調査結果の授業改善等への活用率は、埼玉県（小学校96.2％、中学校92.7％）は全国平均（小学校91.7％、中学校88.5％）と比べて高くなっている。

⑧事業実績（アウトプット）が成果（アウトカム）に結び付くことを示すロジック及び根拠

⑨指標 ⑩関連する5か年計画の主な取組等

各実証校の児童生徒における県学調の学習方略の
平均値（1.00～5.00の範囲）

各実証校の児童生徒における県学調の非認知能力
の平均値（1.00～5.00の範囲）

主な取組

埼玉県学力・学習状況調査の実施及び指導方法の改善

19.確かな学力と自立する力の育成
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評価

○

○

○

△

△

○

○

○

○

○

○

○

○

総合評価 Ａ

コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業目的が730万県民や社会ニーズを的確に反映しているか。

市町村、民間等に委ねることができない事業か。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。
政策体系の中で優先度の高い事業か。

一般競争入札、指名競争入札、プロポーザル方式による契約のう
ち、一者応札となったものではないか。
競争性のない随意契約となったものはないか。

受益者負担は適切に設定されているか

評価に関する説明検証項目

使途が事業目的達成にあたり必要なものに限定されているか。

不用率が大きい場合、その理由は適切か。

既存事業との重複はないか。
国、県、市町村で同様な事業を実施し二重行政となっていないか。

県費投入の
必要性

事業の
効率性

事業の
有効性

県学調の結果データをAI分析し、過去から現在にかけての学習のつまずきや各教科の「学力の伸び」
と生活習慣の関連を示すことができ、児童生徒一人一人の非認知能力や学習方略を高め、学力や学習
意欲を伸ばす教育を継続して実施し、学力向上の実現に向けた取組を行うことは、社会のニーズを的
確に反映している。

本県が持っている学力の伸びや学習方略等を把握できる埼玉県学力・学習状況調査のビックデータを
活用している事業であり、他の主体に委ねることはできないと考えている。

従来型の学校教育の実践と県学調結果のAIによる分析を最適に組み合わせることで、個に応じた指導
及び個別最適な学びの実現を目指すこの事業は、教育施策を行うための新たなエビデンスとなること
から必要かつ適正であり、義務教育段階における政策体系の中でも優先度が高い事業である。

令和元年度・令和2年度はプロポーザル方式で業者選定を行い、2年間同一業者で成果物の作成を行っ
てきた。その後、研究の進捗に伴い、令和3年度・令和4年度は、他社では分析システム等の開発期間
を要し、年度内の提供が難しいことから一者との随意契約を行った。

AIによる分析結果と関連する機能の受益者負担については検討中である。

事業の目的は、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を推進することであり、事業内容はこの
目的達成に限定されている。

令和4年度予算では効率的な予算執行に取り組んだ結果、執行率は99％となっている。

県独自の学力調査結果データをAIで分析し、活用する事業のため、国や市町村で同様な事業は行われ
ていない。

必要最低限の工数で成果物の作成や改良・運用が行えるように、事業者との連携を密に行い、コスト
削減や効率化に取り組んでいる。

令和3年度及び令和4年度の実践研究において、AIによる分析結果を提供した児童生徒に対して実施し
た質問調査の結果、AIによる分析結果の活用と方向性が一致しているプランニング方略等の学習方略
の向上が確認できた。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比
較してより効果的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込に見合ったものであるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関連事業

関連する事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担の具体的な内容を各事業の右欄に記載）

事業手法に係る自己検証

教育施策でのAIを活用したシステム開発は、ほぼ前例がなく新たな試みである。
また、本事業のシステムは、単に児童生徒の学力にあった学習に取り組ませるだけでなく、自身の学
習に対する意識、良い活動や意識すべき活動を認識した上で、生活習慣について個別のアドバイスを
提供するものである。さらに、児童生徒が自分自身の学習のつまずきを自覚して、教材に取り組むこ
とで学習方略及び学力の向上に繋がる点が、民間事業者による学習教材とは異なる。

昨年度までに各成果物作成は終わり、実証校で活用されている。あわせて、実際に活用した教員等か
らヒアリングを実施し、意見の集約等を行っている。

令和元年度からの実践研究を通じて成果物を改良しており、過年度の成果物が活用されている。

部局・課名 事業名 役割分担の内容
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Ｅ　Ｂ　Ｐ　Ｍ　調　書　ロジックモデル（フローチャート）

→ →

→ →

５か年計画との関連の整理

◆主な取組と事業との関係 ↑関連箇所に【Ａ】と記載 ↑関連箇所に【Ｂ】と記載

現状値

目標値

【B】
・児童生徒の非認知
能力や学習方略が向
上する。

【児童生徒】
・AIによる分析結果で図式化・可視
化された過去から現在にかけての学
習のつまずきや各教科の「学力の伸
び」と生活習慣の関連を認識し、つ
まずきに応じた問題や月間目標機能
に取り組むことで、児童生徒が自ら
の特徴の把握や学習の進め方の理解
がより深まる。

【教員】
・AIによる分析結果から、詳細な児
童生徒一人一人のつまずきが把握で
き、より個に応じた指導が行える。

→ →

・主体的、対話的で
深い学びが実現す
る。

関連する5か年計画の主な取組

各実証校の児童生徒における県学調の非認知能
力・学習方略の平均値（非認知能力：3.23、学
習方略：3.60）

◆施策指標と事業との関係

ロジックモデル内の数値目標関連する５か年計画の
施策指標

ロジックモデルとの関係
（事業と主な取組の関係）

県学調の実施及び指導方法の改善 ←
↓

非認知能力・学習方略の向上は学力向上につな
がることから、5か年計画の施策指標に直接影
響する成果と考える。

小学校：65.9％
中学校：59.6％

小学校：66.8％(R4)
中学校：44.6％(R4)

⑥'事業実績
(アウトプット)

モデル内の数値目標が５か年計画の
施策指標もしくは施策に与える影響

県学調において学力を伸ばした児童生徒の割合
を5ポイント高める。本事業の内容は県学調の結果をAIで分

析し、学校等に提供することであり、
教員等の指導方法の改善についての支
援を行うものである。

児童生徒一人一人の非認
知能力や学習方略を高
め、学力や学習意欲を伸
ばす教育を継続して実施
した結果、学力向上が実
現する。

→
【A】
・Web上で、教育現場にお
いて活用しきれていなかっ
たエビデンスをAIによる分
析結果（過去から現在にか
けての学習のつまずきや各
教科の「学力の伸び」と生
活習慣の関連）から、教員
及び児童生徒に図式化・可
視化して提供する。また、
児童生徒には、具体的に取
り組むべきこととして、つ
まずきに応じた問題や月間
目標機能を提供する。

【主語は「県」】 【主語は「県民」】

→

⑦'事業実績から得られる成果（アウトカム）

中間成果
最終成果

（将来像）
直接成果

④'投入
(インプット)

⑤'事業活動
(アクティビティ)

予算
23,672千円

・児童生徒に実施し
た学力調査と質問調
査の結果をAIで分析
する。
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EBPM調書（有識者会議様式）

事業費 （うち一財） 事業費 （うち一財） 事業費 （うち一財）

令和５年度 ＡＩを活用した学びの実践研究事業 23,672 23,672 23,672 23,672

令和４年度 ＡＩを活用した学びの実践研究事業 23,839 23,839 23,839 23,839 23,651 99.2%

令和３年度 ＡＩを活用した学びの実践研究事業 40,839 23,839 40,839 23,839 40,145 98.3%

令和２年度 ＡＩを活用した学びの実践研究事業 59,731 39,731 -4,691 -1,686 55,040 38,045 50,685 92.1%

令和元年度 AIによる学びの改革プロジェクト 81,818 41,818 -20,016 -12 61,802 41,806 61,618 99.7%

○先端技術を活用した教育の質の向上に関する実証について業務委託

○令和元年度、令和２年度：企画提案選定委員、実証研究委員会における事業の方向性等に係る助言
○令和３年度：実証研究委員会における事業の方向性等に係る助言

受託事業者

令和元年度：約6,100万円
令和２年度 ：約5,000万円
令和３年度 ：約4,000万円
令和４年度 ：約2,300万円

令和５年度 ：約2,300万円（見込）

【企画提案方式による随意契約】
令和元年度、令和２年度

【随意契約】
令和３年度～令和５年度

大学教授

（令和元年度～令和３年度：約5万円）

【謝金】
令和元年度～令和３年度

○埼玉県学力・学習状況調査結果のＡＩによる分析
○ＡＩによる分析結果を活用した成果物の作成・システム構築・運用管理
○ＡＩによる分析結果を活用した個に応じた指導及び個別最適な学びの実践研究 等

※令和元年度～令和３年度は国庫含む

埼玉県

令和元年度：約6,200万円
令和２年度 ：約5,100万円
令和３年度 ：約4,100万円
令和４年度 ：約2,300万円

令和５年度 ：約2,300万円（見込）

国

令和元年度：約2,000万円
令和２年度 ：約1,700万円
令和３年度 ：約1,700万円

【企画提案方式
による採択】

令和元年度～
令和３年度

資金の流れ（資金が県からどのような経由で流れ、受取先が何を行っているか。）※スキーム図と具体的な交付先（R１からR５まで）を明記

予算執行状況
当初予算額 補正予算額 最終現計予算額 執　行　額

（決算額）
執　行　率
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